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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 平成 29(許)10 原審裁判所名 仙台高等裁判所 

事件名 債権仮差押命令を取り消す決定に

対する保全抗告審の債権仮差押命

令一部認可決定に対する許可抗告

事件 

原審事件番号 平成 29(ラ)16 

裁判年月日 平成 29 年 12 月 19 日 原審裁判年月日 平成 29 年 3 月 17 日 

法廷名 最高裁判所第三小法廷   

裁判種別 決定   

結果 棄却   

判例集等 民集 第 71 巻 10 号 2592 頁   

 

判示事項 賃借人が契約当事者を実質的に変更したときは賃貸人は違約金を請求すること

ができるなどの定めのある賃貸借契約において，当該賃借人が吸収分割の後は

責任を負わないものとする吸収分割により契約当事者の地位を承継させた場合

に，当該賃借人が上記吸収分割がされたことを理由に上記定めに基づく違約金

債権に係る債務を負わないと主張することが信義則に反し許されないとされた

事例 

裁判要旨 賃借人Ｙが契約当事者を実質的に変更したときは賃貸人Ｘは契約を解除し違約

金を請求することができる旨の定めのある建物の賃貸借契約において，Ｙが吸

収分割の後は責任を負わないものとする吸収分割により契約当事者の地位をＡ

に承継させた場合に，次の(1)～(3)など判示の事情の下においては，Ｙが，上記

賃貸借契約を解除したＸに対し，上記吸収分割がされたことを理由に上記定め

に基づく違約金債権に係る債務を負わないと主張することは，信義則に反して

許されず，Ｘは，上記吸収分割の後も，Ｙに対して同債務の履行を請求するこ

とができる。 

(1) Ｘは長期にわたってＹに上記建物を賃貸しその賃料によって上記建物の

建築費用を回収することを予定していたと解され，Ｘが上記定めを設けたのは

賃借人の変更による不利益を回避することを意図していたものといえ，ＹもＸ

の上記のような意図を理解した上で上記賃貸借契約を締結したものといえる。 

(2) Ａは，上記吸収分割の前の資本金が１００万円であって，上記吸収分割に

よって上記違約金債権の額を大幅に下回る額の資産しかＹから承継しておら

ず，同債権に係る債務の支払能力を欠くことが明らかである。 

(3) Ｘは，上記違約金債権を有しているとして，Ｙに対し，上記吸収分割につ

いて会社法７８９条１項２号の規定による異議を述べることができたとは解さ

れない。 

 

全 文 

主    文 

 本件抗告を棄却する。 

抗告費用は抗告人の負担とする。 

理    由 
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抗告代理人清水匡輔の抗告理由について 

１ 記録によれば，本件の経緯は次のとおりである。 

(1) 抗告人は，土木建築請負業等を主たる事業とする会社であり，資本金は５０００万円で

ある。平成２７年６月３０日現在の貸借対照表によれば，抗告人の純資産の額は約８億５００

０万円である。 

相手方は，学校用品，教材の販売等を目的とする会社である。 

(2) 抗告人と相手方は，平成２４年５月，相手方が抗告人の設計等に基づいて老人ホーム用

の建物（以下「本件建物」という。）を建築し，抗告人が有料老人ホーム等として使用する目

的で本件建物を相手方から賃借する旨の契約（以下「本件賃貸借契約」という。）を締結した。

本件賃貸借契約には，要旨次のような定めがある。 

ア 賃貸期間は本件建物の引渡しの日から２０年間とし，賃料は月額４９９万円（ただし当

初５年間は月額４５０万円）として，毎月末日に翌月分を支払う。 

イ 抗告人は，本件賃貸借契約に基づく権利の全部又は一部を第三者に譲渡したり，相手方

の文書による承諾を得た場合を除き本件建物の全部又は一部を第三者に転貸したりしてはな

らない。 

ウ 本件建物は老人ホーム用であって他の用途に転用することが困難であること及び相手

方は本件賃貸借契約が２０年継続することを前提に投資していることから，抗告人は，原則と

して，本件賃貸借契約を中途で解約することができない。 

エ 抗告人が本件賃貸借契約の契約当事者を実質的に変更した場合などには，相手方は，催

告をすることなく，本件賃貸借契約を解除することができる（以下，この定めを「本件解除条

項」という。）。 

オ 本件賃貸借契約の開始から１５年が経過する前に，相手方が本件解除条項に基づき本件

賃貸借契約を解除した場合は，抗告人は，相手方に対し，１５年分の賃料額から支払済みの賃

料額を控除した金額を違約金として支払う（以下，この定めを「本件違約金条項」という。）。 

(3) 相手方は，約６億円をかけて本件建物を建築し，平成２４年１０月，本件建物を抗告人

に引き渡した。抗告人は，同年１１月，本件建物において有料老人ホームの運営事業（以下

「本件事業」という。）を開始した。 

(4) 本件事業は，開始当初から業績不振が続いた。抗告人は，平成２８年４月頃，本件事業

を会社分割によって別会社に承継させることを考え，相手方にその旨を伝えて了承を求めた

が，相手方は了承しなかった。 

(5) 平成２８年５月１７日，抗告人が資本金１００万円を全額出資することにより，株式会

社シルバーライフ・リサーチ（以下「シルバーライフ」という。）が設立された。 

(6) 抗告人とシルバーライフは，平成２８年５月２６日，効力発生日を同年７月１日として，

本件事業に関する権利義務等（本件賃貸借契約の契約上の地位及び本件賃貸借契約に基づく

権利義務を含む。以下同じ。）のほか１９００万円の預金債権が抗告人からシルバーライフに

承継されることなどを内容とする吸収分割契約（以下「本件吸収分割契約」といい，本件吸収

分割契約に基づく吸収分割を「本件吸収分割」という。）を締結した。本件吸収分割契約には，

抗告人は本件事業に関する権利義務等について本件吸収分割の後は責任を負わないものとす

る旨の定めがある。 

(7) 抗告人は，平成２８年５月２７日，本件吸収分割をする旨，債権者が公告の日の翌日か

ら１箇月以内に異議を述べることができる旨など会社法（以下「法」という。）７８９条２項

各号に掲げる事項を，官報及び日刊新聞紙に掲載する方法により公告した。なお，上記１箇月
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の期間内に異議を述べた債権者はいなかった。 

(8) 平成２８年７月１日，本件吸収分割の効力が発生した。 

(9) 抗告人は，本件賃貸借契約に基づく賃料を平成２８年７月分まで全額支払ったが，シル

バーライフは，本件吸収分割の後，上記賃料の大部分を支払わず，同年１１月３０日時点で合

計１４５０万円が未払であった。 

(10) 相手方は，平成２８年１２月９日，抗告人及びシルバーライフに対し，抗告人が本件

賃貸借契約の契約当事者を実質的に変更したことなどを理由に，本件解除条項に基づき本件

賃貸借契約を解除する旨の意思表示をした。 

２ 本件は，相手方が，本件違約金条項に基づく違約金債権（以下「本件違約金債権」とい

う。）のうち１億８５５０万円を被保全債権として，抗告人の第三債務者に対する請負代金債

権につき，仮差押命令の申立てをした事案である。抗告人は，本件吸収分割がされたことを理

由に，本件違約金債権に係る債務を負わないと主張している。 

３(1) 吸収分割は，株式会社又は合同会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一

部を分割後他の会社に承継させることであり（法２条２９号），吸収分割をする会社（以下「吸

収分割会社」という。）と，吸収分割会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部

を吸収分割会社から承継する会社（以下「吸収分割承継会社」という。）との間で締結される

吸収分割契約の定めに従い，吸収分割承継会社が吸収分割会社の権利義務を承継する（法７５

７条，７５９条１項，７６１条１項）。本件において，本件事業に関する権利義務等は，本件

吸収分割により，抗告人からシルバーライフに承継される。 

(2) しかしながら，本件賃貸借契約においては，相手方と抗告人との間で，本件建物が他の

用途に転用することが困難であること及び本件賃貸借契約が２０年継続することを前提に相

手方が本件建物の建築資金を支出する旨が合意されていたものであり，相手方は，長期にわた

って抗告人に本件建物を賃貸し，その賃料によって本件建物の建築費用を回収することを予

定していたと解される。相手方が，本件賃貸借契約において，抗告人による賃借権の譲渡等を

禁止した上で本件解除条項及び本件違約金条項を設け，抗告人が契約当事者を実質的に変更

した場合に，抗告人に対して本件違約金債権を請求することができることとしたのは，上記の

合意を踏まえて，賃借人の変更による不利益を回避することを意図していたものといえる。そ

して，抗告人も，相手方の上記のような意図を理解した上で，本件賃貸借契約を締結したもの

といえる。 

しかるに，抗告人は，本件解除条項に定められた事由に該当する本件吸収分割をして，相手

方の同意のないまま，本件事業に関する権利義務等をシルバーライフに承継させた。シルバー

ライフは，本件吸収分割の前の資本金が１００万円であり，本件吸収分割によって本件違約金

債権の額を大幅に下回る額の資産しか抗告人から承継していない。仮に，本件吸収分割の後

は，シルバーライフのみが本件違約金債権に係る債務を負い，抗告人は同債務を負わないとす

ると，本件吸収分割によって，抗告人は，業績不振の本件事業をシルバーライフに承継させる

とともに同債務を免れるという経済的利益を享受する一方で，相手方は，支払能力を欠くこと

が明らかなシルバーライフに対してしか本件違約金債権を請求することができないという著

しい不利益を受けることになる。 

さらに，法は，吸収分割会社の債権者を保護するために，債権者の異議の規定を設けている

（７８９条）が，本件違約金債権は，本件吸収分割の効力発生後に，相手方が本件解除条項に

基づき解除の意思表示をすることによって発生するものであるから，相手方は，本件違約金債

権を有しているとして，抗告人に対し，本件吸収分割について同条１項２号の規定による異議
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を述べることができたとは解されない。 

以上によれば，抗告人が相手方に対し，本件吸収分割がされたことを理由に本件違約金債権

に係る債務を負わないと主張することは，信義則に反して許されず，相手方は，本件吸収分割

の後も，抗告人に対して同債務の履行を請求することができるというべきである。 

４ 所論の点に関する原審の判断は，以上の趣旨をいうものとして，是認することができる。

論旨は採用することができない。 

よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり決定する。 

(裁判長裁判官 戸倉三郎 裁判官 岡部喜代子 裁判官 木内道祥 裁判官 山崎敏充 裁判官 林 

景一) 

 

 

※参考：判例タイムズ 1452 号 35 頁、金融法務事情 2102 号 64 頁、金融商事判例 1537 号 8

頁 

 


